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2021年度
第３四半期連結累計期間

2022年度
第３四半期連結累計期間

2021年度

(自　2021年４月１日
　至　2021年12月31日)

(自　2022年４月１日
　至　2022年12月31日)

(自　2021年４月１日
　至　2022年３月31日)

経常収益 百万円 49,744 50,577 65,745

経常利益 百万円 15,029 12,833 16,210

親会社株主に帰属する

四半期純利益
百万円 10,608 8,765 ――

親会社株主に帰属する

当期純利益
百万円 ―― ―― 11,185

四半期包括利益 百万円 11,332 △9,177 ――

包括利益 百万円 ―― ―― 2,513

純資産額 百万円 305,480 284,081 295,983

総資産額 百万円 6,891,841 6,362,509 6,903,217

１株当たり四半期純利益 円 82.12 68.95 ――

１株当たり当期純利益 円 ―― ―― 86.84

潜在株式調整後１株当たり

四半期純利益
円 － － ――

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益
円 ―― ―― －

自己資本比率 ％ 4.3 4.3 4.2

2021年度
第３四半期連結会計期間

2022年度
第３四半期連結会計期間

(自　2021年10月１日
至　2021年12月31日)

(自　2022年10月１日
至　2022年12月31日)

１株当たり四半期純利益 円 32.53 17.11

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

２．自己資本比率は、（（四半期）期末純資産の部合計－（四半期）期末非支配株主持分）を（四半期）期末資産

の部の合計で除して算出しております。

３．役員報酬ＢＩＰ信託による業績連動型株式報酬制度を導入しており、当該信託が保有する当行株式を（四半

期）連結財務諸表において自己株式として計上しております。これに伴い、１株当たり四半期（当期）純利益

の算定上、当該信託が保有する当行株式を期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めておりま

す。

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当行及び当行の関係会社が営む事業の内容については、重要な変更はありま

せん。また、主要な関係会社についても、異動はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した

「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　以下の記載における将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

  財政状態及び経営成績の状況

（金融経済環境）

　当第３四半期連結累計期間の金融経済情勢を顧みますと、わが国経済は、資源高の影響などを受けつつも、新型コ

ロナウイルス感染症抑制と経済活動の両立が進むもとで、個人消費に緩やかな持ち直しの動きがみられました。一方

で、生産は部材供給不足の影響が緩和したことなどから改善の動きがみられていましたが、国内外の需要減少などを

受け足踏みがみられました。

　当行の営業基盤である千葉県経済においては、コロナ禍で先送りにしてきた設備投資に持ち直しの兆しがみられる

など、県内景気は総じて緩やかな回復基調となりました。

　金融面においては、日経平均株価は一時29,000円台まで上昇しましたが、期末には26,000円程度まで下落しまし

た。また、長期金利は0.2％台で推移していましたが、日本銀行が長期金利の変動幅を「±0.25％程度」から

「±0.5％程度」に拡大したことなどを背景に、期末には0.4％を上回る水準まで上昇しました。

（財政状態）

　総資産は、前連結会計年度末比5,407億円減少し６兆3,625億円となりました。資産の主要勘定残高は、貸出金４兆

353億円（前連結会計年度末比1,365億円増加）、有価証券１兆666億円（同877億円減少）、現金預け金１兆1,222億

円（同5,998億円減少）であります。

　負債は、前連結会計年度末比5,288億円減少し６兆784億円となりました。負債の主要勘定残高は、預金５兆3,129

億円（前連結会計年度末比1,710億円増加）、借用金1,760億円（同7,451億円減少）であります。

　純資産は、前連結会計年度末比119億円減少し2,840億円となりました。これは、主にその他有価証券評価差額金が

前連結会計年度末比181億円減少したことによるものであります。

（経営成績）

　経常収益は、貸倒引当金の戻入や株式等売却益の増加によるその他経常収益の増加等により、前年同四半期連結累

計期間比８億33百万円増加し505億77百万円となりました。

　経常費用は、営業経費やその他経常費用が減少した一方、国債等債券売却損の増加によるその他業務費用の増加等

により、前年同四半期連結累計期間比30億28百万円増加し377億43百万円となりました。

　この結果、経常利益は前年同四半期連結累計期間比21億95百万円減少し128億33百万円、親会社株主に帰属する四

半期純利益は18億43百万円減少し87億65百万円となりました。

　当行グループの報告セグメントは銀行業のみであります。なお、銀行業以外にファンド運営業務、Ｍ＆Ａ業務、コ

ンサルティング業務、クレジットカード業務、信用保証業務及び担保評価業務等を営んでおりますが、それらの事業

の全セグメントに占める割合が継続的に僅少であるため、セグメント情報の記載を省略しております。

　なお、当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。
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種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 相殺消去額(△) 合計

金額（百万円) 金額（百万円) 金額（百万円) 金額（百万円)

資金運用収支
前第３四半期連結累計期間 36,286 508 － 36,795

当第３四半期連結累計期間 34,755 729 － 35,485

うち資金運用収益
前第３四半期連結累計期間 36,764 521 10 37,274

当第３四半期連結累計期間 35,231 745 11 35,964

うち資金調達費用
前第３四半期連結累計期間 477 12 10 478

当第３四半期連結累計期間 475 15 11 479

役務取引等収支
前第３四半期連結累計期間 6,676 △19 － 6,656

当第３四半期連結累計期間 5,538 △22 － 5,515

うち役務取引等収益
前第３四半期連結累計期間 10,221 29 － 10,250

当第３四半期連結累計期間 9,185 26 － 9,211

うち役務取引等費用
前第３四半期連結累計期間 3,545 49 － 3,594

当第３四半期連結累計期間 3,646 48 － 3,695

その他業務収支
前第３四半期連結累計期間 △554 202 － △352

当第３四半期連結累計期間 △3,645 △2,006 － △5,652

うちその他業務収益
前第３四半期連結累計期間 147 525 － 672

当第３四半期連結累計期間 223 235 － 459

うちその他業務費用
前第３四半期連結累計期間 701 323 － 1,024

当第３四半期連結累計期間 3,869 2,242 － 6,111

① 国内・国際業務部門別収支

　国内業務部門は、資金運用収支が前年同四半期連結累計期間比15億31百万円減少し347億55百万円、役務取引等収

支が前年同四半期連結累計期間比11億37百万円減少し55億38百万円、その他業務収支が前年同四半期連結累計期間比

30億91百万円減少し△36億45百万円となりました。

　国際業務部門は、資金運用収支が前年同四半期連結累計期間比２億20百万円増加し７億29百万円、役務取引等収支

が前年同四半期連結累計期間比３百万円減少し△22百万円、その他業務収支が前年同四半期連結累計期間比22億８百

万円減少し△20億６百万円となりました。

  以上により合計では、資金運用収支が前年同四半期連結累計期間比13億10百万円減少し354億85百万円、役務取引

等収支が前年同四半期連結累計期間比11億40百万円減少し55億15百万円、その他業務収支が前年同四半期連結累計期

間比52億99百万円減少し△56億52百万円となりました。

　（注）１．「国内業務部門」は当行及び連結子会社の円建取引、「国際業務部門」は当行及び連結子会社の外貨建取引

であります。ただし、円建対非居住者取引、特別国際金融取引勘定分等は国際業務部門に含めております。

２．資金調達費用は、金銭の信託運用見合費用（前第３四半期連結累計期間０百万円、当第３四半期連結累計期

間０百万円）を控除して表示しております。

３．相殺消去額は、国内業務部門と国際業務部門の間の資金貸借の利息であります。
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種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 相殺消去額(△) 合計

金額（百万円) 金額（百万円) 金額（百万円) 金額（百万円)

役務取引等収益
前第３四半期連結累計期間 10,221 29 － 10,250

当第３四半期連結累計期間 9,185 26 － 9,211

うち預金・貸出業務
前第３四半期連結累計期間 3,449 － － 3,449

当第３四半期連結累計期間 3,245 － － 3,245

うち為替業務
前第３四半期連結累計期間 1,604 21 － 1,626

当第３四半期連結累計期間 1,403 21 － 1,424

うち証券関連業務
前第３四半期連結累計期間 2,244 － － 2,244

当第３四半期連結累計期間 1,196 － － 1,196

うち代理業務
前第３四半期連結累計期間 867 － － 867

当第３四半期連結累計期間 1,155 － － 1,155

うち保護預り・

貸金庫業務

前第３四半期連結累計期間 597 － － 597

当第３四半期連結累計期間 571 － － 571

うち保証業務
前第３四半期連結累計期間 31 0 － 31

当第３四半期連結累計期間 41 0 － 41

役務取引等費用
前第３四半期連結累計期間 3,545 49 － 3,594

当第３四半期連結累計期間 3,646 48 － 3,695

うち為替業務
前第３四半期連結累計期間 281 32 － 313

当第３四半期連結累計期間 152 28 － 180

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 相殺消去額(△) 合計

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円）

預金合計
前第３四半期連結会計期間 5,061,244 13,941 － 5,075,185

当第３四半期連結会計期間 5,303,798 9,191 － 5,312,990

うち流動性預金
前第３四半期連結会計期間 3,389,507 － － 3,389,507

当第３四半期連結会計期間 3,578,540 － － 3,578,540

うち定期性預金
前第３四半期連結会計期間 1,664,521 － － 1,664,521

当第３四半期連結会計期間 1,718,688 － － 1,718,688

うちその他
前第３四半期連結会計期間 7,214 13,941 － 21,156

当第３四半期連結会計期間 6,569 9,191 － 15,761

譲渡性預金
前第３四半期連結会計期間 131,274 － － 131,274

当第３四半期連結会計期間 58,602 － － 58,602

総合計
前第３四半期連結会計期間 5,192,518 13,941 － 5,206,459

当第３四半期連結会計期間 5,362,401 9,191 － 5,371,592

② 国内・国際業務部門別役務取引の状況

　役務取引等収益は、前年同四半期連結累計期間比10億39百万円減少し92億11百万円となりました。役務取引等費用

は、前年同四半期連結累計期間比１億１百万円増加し36億95百万円となりました。

　（注）１．「国内業務部門」は、当行（外国為替取引を除く）及び連結子会社（海外取引を除く）であります。

２．「国際業務部門」は、当行の外国為替取引及び連結子会社の海外取引であります。

③ 国内・国際業務部門別預金残高の状況

○ 預金の種類別残高（末残）

  （注）１．「国内業務部門」は当行及び連結子会社の円建取引、「国際業務部門」は当行の外貨建取引であります。

　ただし、円建対非居住者取引、特別国際金融取引勘定分等は国際業務部門に含めております。

　　　　２．流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金

　　　　３．定期性預金＝定期預金
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業種別
前第３四半期連結会計期間 当第３四半期連結会計期間

金額(百万円) 構成比（％） 金額(百万円) 構成比（％）

国内（除く特別国際金融取引勘定分） 3,863,205 100.00 4,035,380 100.00

製造業 225,859 5.85 229,178 5.68

農業，林業 3,244 0.08 3,504 0.09

漁業 670 0.02 656 0.02

鉱業，採石業，砂利採取業 4,727 0.12 5,146 0.13

建設業 208,283 5.39 216,856 5.37

電気・ガス・熱供給・水道業 27,279 0.71 29,651 0.73

情報通信業 14,456 0.37 14,009 0.35

運輸業，郵便業 116,297 3.01 116,314 2.88

卸売業，小売業 226,280 5.86 215,676 5.34

金融業，保険業 111,157 2.88 123,721 3.07

不動産業，物品賃貸業 752,035 19.47 831,759 20.61

各種サービス業 298,700 7.73 284,983 7.06

地方公共団体 150,489 3.89 202,936 5.03

その他 1,723,722 44.62 1,760,986 43.64

特別国際金融取引勘定分 － － － －

政府等 － － － －

金融機関 － － － －

その他 － － － －

合計 3,863,205 ―― 4,035,380 ――

④ 貸出金残高の状況

○ 業種別貸出状況（末残・構成比）

　（注）「国内」とは、当行及び連結子会社であります。

３【経営上の重要な契約等】

  当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 395,014,500

計 395,014,500

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類
第３四半期会計期間末

現在発行数（株）
（2022年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（2023年２月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 135,927,858 135,927,858
東京証券取引所

プライム市場

権利内容に何ら限定

のない当行における

標準となる株式

単元株式数100株

計 135,927,858 135,927,858 ―― ――

②【発行済株式】

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

年　月　日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

　 2022年10月１日～

　 2022年12月31日
－ 135,927 － 49,759 － 39,704

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

（５）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（2022年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

2022年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － ―― ――

議決権制限株式（自己株式等） － ―― ――

議決権制限株式（その他） － － ――

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

―― 単元株式数100株
普通株式 7,727,600

完全議決権株式（その他） 普通株式 127,971,800 1,279,718 同　上

単元未満株式 普通株式 228,458 ―― １単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 135,927,858 ―― ――

総株主の議決権 ―― 1,279,718 ――

①【発行済株式】

（注）上記の「完全議決権株式（その他）」の欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が1,200株（議決権の数12

個）、役員報酬ＢＩＰ信託が保有する当行株式が1,046,200株（議決権の数10,462個）含まれております。なお、

役員報酬ＢＩＰ信託が保有する議決権10,462個は、議決権不行使となっております。

2022年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

株式会社京葉銀行

千葉市中央区富士見

一丁目11番11号
7,727,600 － 7,727,600 5.68

計 ―― 7,727,600 － 7,727,600 5.68

②【自己株式等】

（注）役員報酬ＢＩＰ信託が保有する当行株式1,046,200株は、上記の自己保有株式には含めておりません。

２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４【経理の状況】
１．当行の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（2007年内閣府令

第64号）に基づいて作成しておりますが、資産及び負債の分類並びに収益及び費用の分類は、「銀行法施行規則」

（1982年大蔵省令第10号）に準拠しております。

２．当行は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（自2022年10月１日　至

2022年12月31日）及び第３四半期連結累計期間（自2022年４月１日　至2022年12月31日）に係る四半期連結財務諸表

について、EY新日本有限責任監査法人の四半期レビューを受けております。
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2022年12月31日)

資産の部

現金預け金 1,722,133 1,122,273

コールローン及び買入手形 1,529 2,090

商品有価証券 3,406 3,155

金銭の信託 3,007 3,027

有価証券 ※１ 1,154,419 ※１ 1,066,667

貸出金 ※１ 3,898,801 ※１ 4,035,380

外国為替 ※１ 11,963 ※１ 7,990

その他資産 ※１ 42,951 ※１ 44,444

有形固定資産 58,122 57,026

無形固定資産 11,453 15,725

退職給付に係る資産 2,147 2,680

繰延税金資産 6,664 13,460

支払承諾見返 ※１ 2,997 ※１ 2,933

貸倒引当金 △16,382 △14,346

資産の部合計 6,903,217 6,362,509

負債の部

預金 5,141,976 5,312,990

譲渡性預金 58,602 58,602

債券貸借取引受入担保金 462,219 509,073

借用金 921,100 176,000

外国為替 143 146

その他負債 11,565 10,780

賞与引当金 1,330 490

役員賞与引当金 70 49

退職給付に係る負債 240 491

役員退職慰労引当金 6 6

株式給付引当金 284 309

利息返還損失引当金 1 -

睡眠預金払戻損失引当金 461 362

偶発損失引当金 1,087 1,035

繰延税金負債 575 584

再評価に係る繰延税金負債 4,570 4,570

支払承諾 2,997 2,933

負債の部合計 6,607,233 6,078,427

純資産の部

資本金 49,759 49,759

資本剰余金 39,704 39,704

利益剰余金 183,058 189,068

自己株式 △7,315 △7,278

株主資本合計 265,208 271,254

その他有価証券評価差額金 18,576 466

土地再評価差額金 7,040 7,040

退職給付に係る調整累計額 △49 △43

その他の包括利益累計額合計 25,567 7,463

非支配株主持分 5,208 5,364

純資産の部合計 295,983 284,081

負債及び純資産の部合計 6,903,217 6,362,509

１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】
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（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日
　至　2022年12月31日)

経常収益 49,744 50,577

資金運用収益 37,274 35,964

（うち貸出金利息） 26,809 26,386

（うち有価証券利息配当金） 9,266 8,079

役務取引等収益 10,250 9,211

その他業務収益 672 459

その他経常収益 ※１ 1,547 ※１ 4,942

経常費用 34,715 37,743

資金調達費用 478 479

（うち預金利息） 165 156

役務取引等費用 3,594 3,695

その他業務費用 1,024 6,111

営業経費 26,709 26,072

その他経常費用 ※２ 2,908 ※２ 1,384

経常利益 15,029 12,833

特別利益 336 -

固定資産処分益 18 -

新株予約権戻入益 317 -

特別損失 333 68

固定資産処分損 118 25

減損損失 - 42

株式給付引当金繰入額 214 -

税金等調整前四半期純利益 15,032 12,765

法人税等 4,362 3,854

四半期純利益 10,670 8,911

非支配株主に帰属する四半期純利益 62 145

親会社株主に帰属する四半期純利益 10,608 8,765

（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】
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（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日
　至　2022年12月31日)

四半期純利益 10,670 8,911

その他の包括利益 661 △18,088

その他有価証券評価差額金 719 △18,092

退職給付に係る調整額 △57 3

四半期包括利益 11,332 △9,177

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 11,208 △9,338

非支配株主に係る四半期包括利益 124 160

【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2021年６月17日。以下「時価算定会

計基準適用指針」という。）を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第27-2項に定

める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって適用することと

いたしました。これによる四半期連結財務諸表に与える影響はありません。

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

当第３四半期連結累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年12月31日）

１．税金費用の処理

　当行及び連結子会社の税金費用は、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果

会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じることにより算定しておりま

す。

　なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。

（追加情報）

（新型コロナウイルス感染症の影響に関する会計上の見積り）

前連結会計年度の有価証券報告書の（重要な会計上の見積り）に記載した新型コロナウイルス感染症の影響に関する

仮定について重要な変更はありません。

（役員報酬ＢＩＰ信託）

当行は取締役（社外取締役及び国内非居住者を除く）及び執行役員（国内非居住者を除く。取締役と併せて、以下

「取締役等」という。）の報酬と当行の業績及び株式価値との連動性をより明確にし、取締役等が中長期的な業績向上

と企業価値向上への貢献意欲を高めることを目的として、役員報酬ＢＩＰ信託による業績連動型株式報酬制度（以下

「本制度」という。）を導入しております。

１．取引の概要

本制度は、当行が拠出する金銭を原資として当行株式が信託を通じて取得され、取締役等に対して、役位及び業績目

標の達成度等に応じて、当行株式及び当行株式の換価処分金相当額の金銭を取締役等に信託を通じて交付及び給付され

る業績連動型の株式報酬制度であります。

当該信託契約に係る会計処理については、「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取

扱い」（実務対応報告第30号 2015年３月26日）に準じております。

２．信託に残存する当行の株式

信託に残存する当行株式は、株主資本において自己株式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式

数は、前連結会計年度末504百万円、1,129千株、当第３四半期連結会計期間末467百万円、1,046千株であります。
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前連結会計年度
（2022年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（2022年12月31日）

破産更生債権及びこれらに準ずる債権額 8,487百万円 9,010百万円

危険債権額 35,649百万円 35,262百万円

三月以上延滞債権額 39百万円 38百万円

貸出条件緩和債権額 7,293百万円 7,000百万円

合計額 51,469百万円 51,312百万円

（四半期連結貸借対照表関係）

※１．銀行法及び金融機能の再生のための緊急措置に関する法律に基づく債権は次のとおりであります。なお、債権は、

連結貸借対照表の「有価証券」中の社債（その元本の償還及び利息の支払の全部又は一部について保証しているもの

であって、当該社債の発行が有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）によるものに限る。）、貸出金、外国

為替、「その他資産」中の未収利息及び仮払金並びに支払承諾見返の各勘定に計上されるもの並びに注記されている

有価証券の貸付けを行っている場合のその有価証券（使用貸借又は賃貸借契約によるものに限る。）であります。

　なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

前第３四半期連結累計期間
（自　2021年４月１日

至　2021年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2022年４月１日

至　2022年12月31日）

貸倒引当金戻入益 －百万円 2,530百万円

株式等売却益 1,216百万円 2,176百万円

前第３四半期連結累計期間
（自　2021年４月１日

至　2021年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2022年４月１日

至　2022年12月31日）

貸倒引当金繰入額 1,381百万円 －百万円

貸出金償却 2百万円 2百万円

株式等売却損 149百万円 43百万円

株式等償却 －百万円 5百万円

（四半期連結損益計算書関係）

※１．その他経常収益には、次のものを含んでおります。

※２．その他経常費用には、次のものを含んでおります。

前第３四半期連結累計期間
（自  2021年４月１日

至  2021年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自  2022年４月１日

至  2022年12月31日）

減価償却費 2,697百万円 2,628百万円

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期連結

累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。
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（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年６月25日

定時株主総会
普通株式 1,306 10.0 2021年３月31日 2021年６月28日 利益剰余金

2021年11月９日

取締役会
普通株式 1,295 10.0 2021年９月30日 2021年12月３日 利益剰余金

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年６月28日

定時株主総会
普通株式 1,346 10.5 2022年３月31日 2022年６月29日 利益剰余金

2022年11月９日

取締役会
普通株式 1,410 11.0 2022年９月30日 2022年12月５日 利益剰余金

（株主資本等関係）

前第３四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年12月31日）

 １.配当金支払額

（注）2021年11月９日取締役会決議に基づく配当金の総額には、役員報酬ＢＩＰ信託が保有する当行株式に対する配当金

11百万円が含まれております。

 ２.基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日後と

なるもの

　　　該当事項はありません。

当第３四半期連結累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年12月31日）

 １.配当金支払額

（注）１．2022年６月28日定時株主総会決議に基づく配当金の総額には、役員報酬ＢＩＰ信託が保有する当行株式に対す

る配当金11百万円が含まれております。

２．2022年11月９日取締役会決議に基づく配当金の総額には、役員報酬ＢＩＰ信託が保有する当行株式に対する配

当金11百万円が含まれております。

３．2022年11月９日取締役会決議に基づく１株当たり配当額のうち50銭は創立80周年記念配当であります。

 ２.基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日後と

なるもの

　　　該当事項はありません。

（セグメント情報等）

　【セグメント情報】

当行グループの報告セグメントは銀行業のみであります。なお、銀行業以外にファンド運営業務、Ｍ＆Ａ業務、コンサ

ルティング業務、クレジットカード業務、信用保証業務及び担保評価業務等を営んでおりますが、それらの事業の全セグ

メントに占める割合が継続的に僅少であるため、記載を省略しております。

- 14 -



連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

国債 89,803 97,766 7,962

地方債 － － －

短期社債 － － －

社債 1,999 2,125 125

その他 20,000 20,066 66

うち外国証券 20,000 20,066 66

合 計 111,802 119,957 8,154

四半期連結貸借対照表

計上額（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

国債 89,813 95,439 5,625

地方債 － － －

短期社債 － － －

社債 1,999 2,080 80

その他 38,000 37,605 △394

うち外国証券 38,000 37,605 △394

合 計 129,813 135,124 5,310

（有価証券関係）

※１．本項目は企業集団の事業の運営において重要なものとして記載しております。

※２．市場価格のない株式等及び組合出資金は、次表には含めておりません。

１．満期保有目的の債券

　前連結会計年度（2022年３月31日）

　当第３四半期連結会計期間（2022年12月31日）
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　取得原価（百万円）
連結貸借対照表計上額

（百万円）
差額（百万円）

株式 55,562 90,097 34,535

債券 702,370 704,472 2,102

国債 456,090 460,115 4,025

地方債 163,873 162,401 △1,471

短期社債 － － －

社債 82,406 81,954 △451

その他 254,542 246,235 △8,306

うち外国証券 42,169 41,832 △337

合 計 1,012,474 1,040,806 28,331

　取得原価（百万円）
四半期連結貸借対照表

計上額（百万円）
差額（百万円）

株式 54,776 89,557 34,781

債券 675,909 659,940 △15,968

国債 432,025 423,610 △8,414

地方債 163,009 157,701 △5,307

短期社債 － － －

社債 80,874 78,628 △2,246

その他 202,652 186,134 △16,518

うち外国証券 25,777 24,743 △1,033

合 計 933,337 935,632 2,294

２．その他有価証券

　前連結会計年度（2022年３月31日）

　当第３四半期連結会計期間（2022年12月31日）

　（注）　その他有価証券のうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価が取得原価まで

回復する見込みがあると認められないものについては、当該時価をもって四半期連結貸借対照表計上額（連結

貸借対照表計上額）とするとともに、評価差額を当第３四半期連結累計期間（連結会計年度）の損失として処

理（以下「減損処理」という。）しております。

　前連結会計年度における減損処理額は、社債89百万円であります。

　当第３四半期連結累計期間における減損処理額は、社債０百万円であります。

　　　　　また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、時価が取得原価に比べ50％以上下落している銘

柄及び時価が30％以上50％未満下落しており、一定期間の時価の推移や発行会社の財務内容等により判断し時

価の回復可能性がないと認められる銘柄としております。
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（単位：百万円）

区分

前第３四半期連結累計期間

（自　2021年４月１日

至　2021年12月31日）

当第３四半期連結累計期間

（自　2022年４月１日

至　2022年12月31日）

経常収益 49,744 50,577

うち役務取引等収益 10,250 9,211

預金・貸出業務 3,449 3,245

為替業務 1,626 1,424

証券関連業務 2,244 1,196

代理業務 867 1,155

保護預り・貸金庫業務 597 571

保証業務 31 41

その他 1,433 1,575

（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（注）上表には企業会計基準第10号「金融商品に関する会計基準」に基づく収益も含んでおります。

前第３四半期連結累計期間
（自　2021年４月１日

至　2021年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2022年４月１日

至　2022年12月31日）

１株当たり四半期純利益 円 82.12 68.95

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する四半期純利益 百万円 10,608 8,765

普通株主に帰属しない金額 百万円 － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益

百万円 10,608 8,765

普通株式の期中平均株式数 千株 129,182 127,122

（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、次のとおりであります。

（注）１．当行は、役員報酬ＢＩＰ信託を導入しており、当該信託が保有する当行株式を１株当たり四半期純利益の算

定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。控除した当該自己株式の期中平

均株式数は前第３四半期連結累計期間496千株、当第３四半期連結累計期間1,077千株であります。

　　　２．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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（重要な後発事象）

（自己株式の取得及び消却）

当行は、株主の皆さまへの利益還元及び資本効率の向上を図るため、2023年２月８日開催の取締役会において、会社

法第165条第3項の規定により読み替えて適用される同法第156条の規定に基づき、自己株式を取得すること及び同法第

178条の規定に基づき、自己株式を消却することを決議いたしました。

 （1）取得の内容

 　取得する株式の種類　　普通株式

 　取得する株式の総数　　2,000,000株（上限）（自己株式を除く発行済株式総数に対する割合1.56％）

 　取得価額の総額　　　　1,000,000,000円（上限）

 　取得期間　　　　　　　2023年２月９日～2023年４月28日

 　取得の方法　　　　　　自己株式取得に係る取引一任契約に基づく市場買付

 （2）消却の内容

 　消却する株式の種類　　普通株式

 　消却する株式の総数　　2,000,000株（発行済株式総数に対する割合1.47％）

 　消却予定日　　　　　　2023年２月28日

中間配当金額 1,410百万円

１株当たりの中間配当金 11円00銭

２【その他】

中間配当

2022年11月９日開催の取締役会において、第117期の中間配当につき次のとおり決議しました。

（注）中間配当金額には、役員報酬ＢＩＰ信託が保有する当行株式に対する配当金11百万円が含まれておりま

す。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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指定有限責任社員
 公認会計士 大 村  真 敏

業 務 執 行 社 員

指定有限責任社員
 公認会計士 久保澤 和彦

業 務 執 行 社 員

独立監査人の四半期レビュー報告書

２０２３年２月１３日

株式会社　京葉銀行

　取締役会　御中

EY新日本有限責任監査法人
東京事務所

監査人の結論
当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社京葉銀行の２０２２年４月１日から２０２３年３月３１日までの連結会計年度の第３四半
期連結会計期間（２０２２年１０月１日から２０２２年１２月３１日まで）及び第３四半期連結累計期
間（２０２２年４月１日から２０２２年１２月３１日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四
半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビ
ューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般
に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社京葉銀行及び連結子会社
の２０２２年１２月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成
績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期

レビューを行った。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半
期レビューにおける監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関す
る規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任
を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠

して四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚
偽表示のない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整
備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を
作成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結
財務諸表の作成基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示す
る責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視
することにある。

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立

の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビ

ューの過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他

の四半期レビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。



（注）１．上記の四半期レビュー報告書の原本は当行(四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要
な不確実性が認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表におい
て、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に
表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関
する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において四半期連結財務諸表の注記
事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が適切でな
い場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められてい
る。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や
状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連
結財務諸表の作成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連す
る注記事項を含めた四半期連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎と
なる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠
を入手する。監査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して
責任がある。監査人は、単独で監査人の結論に対して責任を負う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レ

ビュー上の重要な発見事項について報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を

遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去
又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべ

き利害関係はない。

以　上



【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 2023年２月13日

【会社名】 株式会社　京葉銀行

【英訳名】 The Keiyo Bank, Ltd.

【代表者の役職氏名】 取締役頭取　熊谷　俊行

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。

【本店の所在の場所】 千葉市中央区富士見一丁目11番11号

（上記は登記上の本店所在地であり、主要な本部業務は下記にて行っており

ます。）

千葉市中央区千葉港５番45号

【縦覧に供する場所】 株式会社京葉銀行　東京支店

（東京都中央区日本橋室町二丁目４番３号　日本橋室町野村ビル）

株式会社　東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

【表紙】



１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

　当行取締役頭取である熊谷　俊行は、当行の第117期第３四半期（自2022年10月１日　至2022年12月31日）の四半

期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しました。

２【特記事項】

　特記すべき事項はありません。
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